
 

 

 

都は、平成 18 年 12 月に「10 年後の東京」を策定し、この中で「10 年間で障

害者雇用の 3 万人増加」という目標を掲げました。 

平成 19 年 10 月に設置した東京都障害者就労支援協議会では、平成 20 年 11

月に「首都 TOKYO 障害者就労支援行動宣言」を取りまとめ、協議会に集う関係

機関が連携しながら、障害者雇用の増加を目指して多様な取組を進めてきまし

た。平成 23 年 12 月に策定した「2020 年の東京」においても、これまでの目標

は引き継がれ、引き続き障害者の就労支援に向けた取組に力を入れていくこと

としています。 

 

 最近の障害者雇用情勢を見ると、東京の障害者雇用数は、平成 19 年度から同

24 年度にかけて既に約 34,000 人増加しているものの、民間企業全体の雇用率は

依然として法定雇用率を下回っています。 

 また、平成 25 年 4 月から民間企業の法定雇用率が 1.8%から 2.0%に引き上げら

れたことに加え、平成 30 年 4 月からは法定雇用率の算定基礎の対象に新たに精

神障害者が追加されるなど、障害者雇用を取り巻く状況は大きく変化しつつあ

り、障害者雇用の促進に向けた就労支援の必要性が一段と高まっています。 

 

こうした中で、今後とも、就職を希望する障害者を企業等につなぐとともに、

就職後の定着支援、離職者の再就職支援、国・都等公的機関における雇用、雇

用の場と機会の拡大等、障害者の就労を支援する取組をさらに強力に推進して

いく必要があります。 

 

本協議会は、平成 25 年度の事業計画「連携プログラム 2013」を策定し、障害

者雇用に向けた取組を着実に進めてまいります。 

策定に当たって 
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東京の障害者雇用に関わる施策の展開 
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２ 国の取組 

 【取組の方針】 

   法定雇用率達成指導においては、大企業に対する指導を継続しつつ、中小企

業に重点をおいた効果的な雇用率達成指導を実施します。 

   指導にあたっては、企業が障害者雇用に当たり抱えている課題に対応した、

具体的な提案・援助型指導、支援を実施し、雇用機会の拡大を図ります。 

また、障害者に対する支援体制の充実・強化を図り、障害の特性や就労ニー

ズに応じて一人一人の状況に応じたきめ細やかな就職支援を実施します。 

特に、ハローワークが中心となって、関係機関のネットワークを活用して「チ

ーム支援」を実施することにより、就職の準備段階から職場定着まで、障害の

特性に応じたきめ細やかな支援を充実させます。 

 

 【平成２５年度の主な取組】 

   ・指導基準に基づいた厳正な雇用率達成指導 

   ・企業の雇用課題に対応した指導 

   ・公的機関に対する指導 

・障害者個々人に応じた就職支援 

   ・関係機関とのチーム支援による就職支援 

   ・障害特性に応じたきめ細かな支援 

 

 

民間企業等は法定雇用率以上の割合で障害者を雇用する義務があります。 

この法定雇用率が、平成２５年４月１日から以下のように変わりました。 

 

法定雇用率  

事業主区分  

現行   平成 25 年４月１日以降

民間企業  1.8％  ⇒ 2.0％  

国、地方公共団体等  2.1％  ⇒ 2.3％  

都道府県等の教育委員会 2.0％  ⇒ 2.2％  
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３ 障害者の就労支援の主な取組 

都は下記計画に基づき、障害者就労支援協議会に参加する団体等と連携し

て、障害者の就労支援に取り組んでいます。 

 

 

「２０２０年の東京」計画（平成２３年１２月策定） 

【２０２０年の東京の姿】 

○ 障害者が地域で安心して生活できる環境が整備され、障害の有無や程度に関

わらず、誰もが共に暮らす社会が実現している。 

○ 障害の特性や障害者のライフステージに応じたきめ細かな支援体制が、身近

な地域に構築されている。 

○ 企業と障害者双方の就労への取組が加速され、障害者雇用が今後１０年間で

約３万人増加している。 

第３期東京都障害福祉計画（平成２４年４月策定） 

障害者が地域において自立して生活し、その生活の質の向上を図るため、働

く機会を拡大するとともに、安心して働き続けられるよう支援を提供すること

により、障害者が当たり前に働ける社会の実現を目指す。 

特別支援教育第三次計画（平成２２年１１月策定） 

職業的な自立を推進する就労支援体制の整備など教育・福祉・医療・保健・

労働等の関係機関との積極的な連携を進める。 

 

 

 

【身近な地域の就労支援機関の設置による障害者の支援】（福祉保健局） 

区市町村障害者就労支援センター（４９区市町）と障害者就業・生活支援セ

ンター（６か所）を設置し、職場開拓や就職準備、職場定着などの就労面の支

援と就労に伴う生活面の支援を一体的に提供しています。 

企業に対しても、業務内容の提案、定着に向けたノウハウの提供を行ってい

ます。 

 

 

     

センターでの相談風景 

就労支援機関を PR する 

リーフレット、DVD 

��
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【企業等での職場見学・職場実習・職業訓練】 

（１）障害者就労促進パートナーシップ事業（福祉保健局） 

就労支援機関と企業とのグループワークと職場実習を併せて行うことに

より、互いのギャップを確認・解消し連携を強化するとともに、雇用のミ

スマッチを解消し、障害者の円滑な一般就労の促進・定着を図ります。 

（２）障害者企業見学コーディネート事業（福祉保健局） 

在宅又は就労継続支援Ｂ型に通所する障害者が、企業及び就労移行支援

事業所を見学しながら、企業で働く障害者等と意見交換を行う場を提供す

ることにより、一般就労への意識を高める契機とします。 

（３）職場体験実習開拓・紹介事業（総合コーディネート事業）（しごと財団） 

障害者雇用支援アドバイザーが実習業務の切り出しなど、受入れにあた

ってのアドバイスを行いながら、実習先企業を開拓し、面談会等を通して

地域の就労支援機関へ紹介します。また、実習生の損害保険料の補助を行

うほか、平成２５年度から職場体験実習生を受け入れた中小企業等に対し

て助成金を支給します。 

（４）職業訓練・委託訓練（産業労働局・しごと財団） 

障害者を対象とした東京障害者職業能力開発校等で職業訓練を実施する

とともに、企業等の現場を活用した職業訓練の機会を提供する委託訓練を

実施します。 

なお、平成２５年度から精神障害者及び発達障害者に特化した職業訓練

科目を設置し、障害特性に応じた職業訓練や職場定着を支援していきます。 

 ＊離職障害者職場実習事業（福祉保健局）（平成２４年度終了） 

職場実習の実例をまとめた報告書を作成、就労支援機関へ配付し、各支

援機関での取組の充実・促進を図りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職場訓練・委託訓練 

事業案（パンフレット） 

             

離職障害者職場実習事業 

報告書（インターンＮａｖｉ） 
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【障害者を支援する人材の育成】 

（１）就労支援体制レベルアップ事業（福祉保健局・東京障害者職業センター） 

就労支援センター、就労移行支援事業者等就労支援機関の職員を対象に、

障害者の就労支援を行う上で必要な知識・情報・技術・コミュニケーショ

ン能力の習得に資する研修を実施します。 

（２）就労支援に関する助言・援助・実務的研修の提供（東京障害者職業センター） 

就労支援機関からニーズが多いテーマを設定した「就労支援課題別セミ

ナー」の開催、また、実際の支援場面での実習等による「オーダーメイド

型研修」の実施をしています。 

 

 【雇用の場と機会の拡充】 

（１）「雇用にチャレンジ」事業（産業労働局・福祉保健局・教育庁） 

都庁で知的・精神障害者を短期間雇用し、業務の経験を踏まえて一般企業 

への就職の実現を図ります。平成２５年度からはこれまでの臨時職員制度

（６ヶ月雇用）に加え、新たに非常勤職員制度（１年間雇用）を導入し、個々

人の障害特性、準備性に合った制度の活用を促すとともに、就労につながる

支援を実施していきます。 

（２）障害者施設における若年障害者の雇用促進事業（福祉保健局） 

就労経験のない特別支援学校の卒業生等の若年障害者を障害者支援施設

等が雇用した場合に要する経費を補助することにより、若年障害者の雇用

を促進します。 

 

 【雇用に取り組む中小企業への支援】 

（１）東京ジョブコーチ支援事業（しごと財団） 

所定の研修を修了した東京ジョブコーチが企業に出向いて職場環境の調

整、通勤やコミュニケーションの支援など職場に定着するための支援を行

います。平成２５年度からはジョブコーチを増員し、体制を強化します。 

（２）企業向け普及啓発セミナー（産業労働局・福祉保健局・教育庁） 

   産業労働局・福祉保健局・教育庁の３局連携による企業を対象としたセ

ミナーを実施しています。 

    テーマ･開催日 

テーマ 都立特別支援学校で学ぶ高等部生徒のインターンシップ･就労・職場定着の支援について 
教育庁 

開催日 平成２４年７月９日 参加者 １２５名（９０社） 

テーマ 障害者雇用、関係機関が支えます！ 
福祉保健局 

開催日 平成２４年１１月２８日 参加者 ２０５名（１６８社） 

テーマ 障害者雇用の普及啓発セミナー ～障害者雇用に取り組む企業の方へ～ 
産業労働局 

開催日 平成２５年２月６日 参加者 ２５２名（１９５社） 
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（３）オーダーメイド型障害者雇用サポート事業（産業労働局） 

   地域の就労支援機関や経営者団体で構成する協議会を設置し、（都内５か

所）新たに障害者を雇用しようとする中小企業等を対象に、都の支援員が

企業ごとのニーズに合わせたオーダーメイドの支援計画を作成し、雇用前

の環境整備から雇用後の定着支援まで一貫して支援します。又、支援の過

程で発生した課題等を整理し、実践事例としてまとめ普及することにより、

広く中小企業の障害者雇用の促進を図ります。 

（４）企業情報連絡会の実施（総合コーディネート事業）（しごと財団）  

 中小企業の人事担当者向けに、障害者雇用の悩みや問題点を気軽に相談で

きる場を設定し、雇用管理改善を通した障害者雇用促進と職場定着を図り

ます。 

（５）企業向けワークショップの実施（東京障害者職業センター） 

    中小企業により重点をおき、「障害者雇用におけるＡｔｏＺ」について多

彩なテーマを設定した、企業の担当者向けのワークショップを実施していま

す。 

 

【児童・生徒の職業的自立を目指した教育の推進】 

（１）特別支援学校におけるキャリア教育の推進（教育庁） 

   小・中学部段階からのキャリア教育を充実し、働く喜びが体感できる指

導等の展開を図っています。 

（２）知的障害が軽い生徒を対象とした特別支援学校高等部の設置等（教育庁） 

 企業就職率１００％を目指す高等部職業学科校の設置や普通科職業コー

スの設置など、生徒一人ひとりの多様な進路希望に応える後期中等教育の

実現に努めています。なお、平成２５年度は新たに都立志村学園を開校し

ました。 

（３）特別支援学校高等部生徒の職場実習及び就労先の開拓（教育庁） 

 関係機関と連携して企業向けのセミナーを開催し、理解啓発を図った上

で職場実習や就労先の開拓を進めています。また、就労支援アドバイザー

等の民間活力を活用した就労先等の開拓に取組んでいます。 
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 障害者就労支援の取組のイメージ 

 

 

（出典「２０２０年の東京」計画）




